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理事会通信

　第１６回理事会（平成１６年１２月８日）の概要

（会長報告）

・　この１ヵ月、協会関連においてさしたる動きはなく、苦情問題も生じていない。

· 協会のホームページの表紙のデザインを変更した。また、協会報を掲載することにした。

関連して、各会員のＨＰと協会のＨＰとをリンクさせて欲しい旨の説明があり、各理事に協力を要請した。

第1号議案　教育研修会について

　開催日程　平成１７年１月２５日(火)　 

　開催会場　ホテル プリムローズ大阪

Ⅰ. １６時00分～１６時３０分　『大阪府条例について』『関調協の活動について』

講師及び研修内容を早急に三役で詰める

　Ⅱ. １６時３０分～１８時００分　『個人情報保護法について』

　　　講師　鈴木秀美　大阪大学教授　
　※　研修会終了後　同ホテルにて新年会を開催

　※　研修会・新年会の予算　約３０万円

第2号議案　会員増強について

第3号議案　業界情勢について
　会長は現在会員数の異動経過を報告したうえ、関調協設立の趣旨からして協会活動の活性化に会員増強は欠かせない旨を述べて審議に入った。

議題の性質上関連する上記二つの議案が並行して審議された。

　　既存業者で廃業・休止状態となるものが多いうえ、新規業者は探偵学校出身の『素人探偵』が多く、資金が尽きて自然消滅するケースが多くある。また、前回理事会でI・ネットに掲載されている業者名をリストアップし検討した際、協会会員として呼びかけるに相応しいような業者は殆どいない。

大阪府実施による実態調査の結果をみて、呼び掛け業者の選定をしては等の多数の意見が出た。

第１7回理事会（平成17年1月12日）

（会長報告）

1. 本日、三役が大阪府人権室、大阪府警察、解放同盟大阪府連事務所のそれぞれに

年初の表敬訪問した旨を報告。

第1号議案　教育研修会について

研修会及び新年会の出席申し込み状況が報告され、各理事に出席方の要請をした。研修会及び新年会の式次第及び進行方法が討議され、事務局案を基に一部修正して了承された。

また、講師への質問事項をリストアップし、事前に伝え、出来るだけ講演に盛り込んで頂けるよう要請する事で意見の一致をみた。

第２号議案　業界情勢について

　　先月開催の全調協理事会において新年度(本年４月以降)の会費が検討され、大幅な値上案が提出された旨の報告がなされ、当協会としての取り組みが検討された。結果、次回全調協理事会で再検討を要請する事とした。
事務局便り　

· 出ては消えの泡現象が続いていた調査業法制定の話しが昨年来より出ておりましたが、最近可也具体的な話を耳にするようになって参りました。議員立法云々との話しですが、実際に自民党の一部議員で構成される「調査業に関するワーキンググループ」が昨年立ち上がっているのは事実で、今までの動きとは少し違って来ていますので、より注意深く見守る必要があるように思います。

· 協会のホームページを一部リニューアルしました。自社のHPをお持ちの会員企業様は出来るだけ協会HPにリンクして下さい。尚、会員コーナーを少しでも充実させようと思いますので、自社のPRを積極的にお願いします。今までは５０文字位までとしておりましたが、１００文字までとしますので宜しく。原稿はメールで頂ければ翌日には変更し掲載します。

· 会費未納の方は早めにお願いします。

　「新春雑感」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信

新年明けましておめでとうございます。

　　会員の皆様方には清清しい新年を迎えられた事とお慶び申し上げます。昨年は、スポーツ界ではアテネオリンピックでの日本選手の大活躍、イチローや松井選手による大リーグでの活躍など明るいニュースがあり、多くの国民に感動を与えてくれました。一方、イラク問題や鳥インフルエンザ、子供を取り巻く痛ましい事件など政治社会問題は多難であったように思います。中でも酷暑、台風、地震など自然の脅威を痛感させられた年でもありました。何か目に見えない偉大な力が私達の生き方に警告、啓示を与えている・・と感じたのは私だけでしょうか。

　　早いもので関調協も今年で２度目の正月を迎える事ができました。これも一重に会員皆様方の温かいご支援のお蔭と厚く感謝申し上げます。設立早々には名称問題など多少の紆余曲折はありましたが何とか船出をする事ができ、徐々にではありますが業界及び関係官庁にもその存在と活動を知られるようになりました。只、関調協設立の大きな目的である「業界の浄化と消費者保護」「社会的地位の向上」は、思うに任せず遅々として進みません。寧ろ後退しているかも知れない。悪徳業者の横暴、公的認知団体のあの体たらく、行政の事なかれ主義、今さらボヤく気は有りませんが協会活動の難しさを痛感させられています。

　尚、来る４月には個人情報保護法が施行されます。運用しだいでは私ども調査業界にとって非常に厳しいものになる可能性を秘めています。会員の皆様には法の精神を十二分に踏まえ、適正な調査活動に努めて頂きたくお願い申し上げます。又、巷では調査業法云々の噂も耳にします。何れにしましても業界を取り巻く環境は相当に厳しいものがあります。初心忘れることなく、微力ではありますが当協会の発展と業界の地位向上の為に、単なる批判勢力ではなく、活動する協会として汗を流す所存ですので、更なるご指導ご鞭撻をお願い申し上げます。

「本を書いたぞ・・・」　　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康

新年明けましておめでとうございます。

私は平成１５年に還暦を迎えましたが、人生最大の厄年といわれ、平成１４年から平成１６年は全く良い事のない年であったように感じます。

平成１４年は、メインの取引金融機関である大阪第一信用金庫の破綻の影響で、資金繰りが逼迫し、次に取引を開始した相互信用金庫も続けて破綻するといった二重苦に見舞われ、平成１５年は信用できる人物に融通していた貸付が、回収不能となってしまいました。

今までコツコツと働き老後の生活プランを夢見ていたものが完全に夢破れるといった金銭面での窮地に立たされました。

また、平成１６年は最愛の母親を亡くし、人生の中でも最大の厄年をまともに経験しました。

今年は、酉年であり大いに羽ばたきたいと新年早々決意を新たにしております。

先ず、今まで人生で一度は本を出版してみたいという夢を現実にしていく覚悟です。

長年書き綴っていた雑文を整理し、一冊の本に纏め、３月頃までに完成させ、お祝い騒ぎの出版記念パーティを盛大にやってみたいと考えています。

本の内容は、第一章が、「探偵　行動す」と言うことで、３０有余年バカの一つ覚えのように従事してきた調査業での色々な体験を、自分なりに自嘲を込めて書き綴りました。

第二章は、「探偵　時代を憂う」ということで現在社会を、自分なりに感じた矛盾や怒りを独特の風刺を込めて描いてみました。

第三章は、「探偵　自らを語る」ということで、今まで人には言わなかった自分の生い立ちや環境を公開し、調査業に従事するまでの夢や調査業に従事した経緯・体験した人間関係を表現してみました。

第四章は、「探偵　笑い・泣く」ということで、今まで知り合った人々の人間模様を、感情豊かに綴ってみました。

第五章は、「探偵　調査を考える」ということで、実例を挙げながら調査の必要性を感じてもらおうと取り組みました。

第六章は、「探偵　いろいろ教えます」ということで、悪徳探偵の見分け方や良い探偵と上手に付き合う方法を考えて見ました。

私の信念として「人の役に立ち、喜んでもらえる事が最大の生きがい」であり、「誰にでも出来るが、誰にでもやらせてはいけない。」これが探偵であるという意志を貫きたいと思っています。

なんだかハチャメチャな本ですが、是非、一冊の購入をお願いして新年のご挨拶とさせていただきます。

「新春挨拶」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事　竜田　充子

新年明けましておめでとうございます。

とはいえ、ここ何年も心からおめでたいとはなかなか言い難いお正月が続いております。２００５年は「不況からの脱却」という昨年よりのトレンドがしばらくの間続くとは言われておりますが、私達中小企業にはその実感がなかなか出てきません。個人消費も少しずつ伸びてきているとのことですが、それが永く続くことを心から願うばかりです。

本年は調査業界にとっては重要な年、転換点となる年になりそうです。というのも、国会議員の有志が調査業法の制定を議員立法で上程する動きがあるとのこと。もちろん、その内容を厳密に吟味しなくてはなりませんが、仮に調査業法が制定されたならば、私達のこれまでのビジネスのやり方やシステムを劇的に変えていかざるを得ない状況になっていくのは必至です。

私達を取り巻く動きがこのように大きく変わっていく中にあっても、業界内に巣食う一部の悪徳業者や詐欺師連中は消費者を愚弄し、調査業全体の品位と存在意義を貶めています。本年はこうした業者と呼べない輩達の業界からの排除に努力しながら、真面目に業務に取り組んでいる者達が一致団結して業界全体の発展のために尽力していかなくてはならないと感じています。調査業法制定の動きがある今だからこそ、業者それぞれが大同団結して、業界全体の一本化が最重要課題であると考えます。

調査業界の転換点たる本年こそ、会員の皆様の関西総合調査業協会へのご尽力を心から願うものです。本年もよろしくお願い申し上げます。

　　「新春挨拶」　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　脇山　良之

新年明けましておめでとうございます。

　長引く不況が続きましたがここにきて、僅かに景気回復のきざしが見えてきた感じがします。

　しかしながら現代の社会情勢を反映してか、相変わらず年少者が関係する凶悪な犯罪があい次ぎ、若者たちの将来に不安を投げかけています。

　その一方で、我われ調査業に携わるものに深く関係する個人情報の流出事件が続発しています。企業が厳重に管理すべき情報が、いとも簡単に外部に流されているのです。この事態を諸外国から見れば、日本企業の危機管理はお粗末だと言われても仕方がありません。

　これ等は企業内部の管理意識の甘さが起因するのですが、一方ではその情報が新たな消費者を掘り起こすデータとして企業から狙われ、結構な条件で取り引きされるため、情報流出の事件が後を絶ちません。

　もちろん今や消費者主権の時代であり、消費者保護に関する特定商取引法(訪問販売法を改称)、消費者契約法、個人情報保護法、消費者基本法等があい次いで制定、または改正・施行されています。

　何れにしても個人情報を保護する策としては、それを取り扱う業者が厳しく管理保管し、流出を防止する以外にありません。

　また、年少者の犯罪を少しでも阻止するには、官民が一体となって学校や家庭教育の在り方を見直す必要があろうかと思われます。

　さて、関調協が設立されて早一年４ヶ月が経過しようとしています。相変わらず業界を取り巻く環境は厳しいものがありますが、我われの力で少しでも調査業界の正常化を行い、関西におけるまっとうな業界団体として情報を発信する基地にしたいと思っております。

役に立つ法律問題　　　ケーススタデイ　　　　　　弁護士　小山　章松
相続と養子縁組

（質問）

　　私（Ｘ）は先妻を昭和４５年になくし、昭和４８年に再婚しました。

　先妻との間に男２人、女１人、計３人の子供がいます。３人とも結婚しています。後妻との間には、２人の子供があります。私には、代々相続した土地、建物があります。私が死亡した場合の相続関係を教えてください。

（回答）

　１．Ｘさんの法定相続人は、妻と子供さん５人です。法定相続分は妻２分の１、後の２分の１を子供さん５人で分けることになります。子供さん１人１０分の１になります。

　２．その後奥さんが亡くなると、奥さんの相続人は２人の子供になります。先妻さんとの間の子供は法定相続人ではありません。先妻さんとの子供は、原則として遺産を取得することができません。先妻さんの子供さんが遺産を取得するためには、後妻さんと養子縁組をするか、後妻さんに遺言書で先妻さんの子供に財産を遺贈する旨書いてもらう必要があります。

３．養子縁組

　（１）子供さんが未成年者で１５歳未満の場合は、親権者である父親が養子縁組を　　承諾することになります。

　　　子供さんが１５歳以上の場合は単独で養子縁組ができます。

　　　しかし、子供が未成年者の場合は子供の保護をはかるために、家庭裁判所の許可が必要になります。但し、配偶者の直系卑属を養子とする場合は家庭裁判所の許可はいりません。

　（２）問題になるのは子供さんが結婚している場合です。

　　　　昭和６２年改正前は、配偶者のある者は配偶者とともにしなければ、養子縁　　　組をすることができませんました。昭和６２年改正以降は１人でも養子縁組で　　　きる様になりました。ただ、配偶者に影響しますので、配偶者の同意を得なければなりません。

　　　　養子縁組は婚姻と同じで、戸籍上の届けによって効力が生じますので、同意は届け出の時に存在しなければなりません。手続き的には、縁組の届け出の際に、同意を証する書面を添付するか、縁組届け書に配偶者の同意の旨を付記してもらい、署名、押印してもらう方法があります。

（３）子供さんが女の子で、ご主人の姓に名前が変わっている場合に、養子縁組をすると、氏が養親と同じにしなければならないのかどうかが問題になります。

　　　　養子になると、原則として養親の氏を名乗ることになります。しかし、結婚して氏を改めた養子は、そのまま改めた氏を名乗ることがでぎます（民法８１０条｝これも昭和６２年に改正されたものです。

４．養子縁組に関するそのほかのこと

　　　　尊属と年長者を養子にすることはできません。

　　　　お父さんとか、おじいさんを養子にすることができません。また自分より年上の人を養子にすることはできません。

　　　　養子をとることができるのは、満２０歳以上からです。独身でも養子をとることができます。養子は未成年者でもなれます。しかし、前述した様に、未成年者を養子にする場合は、家庭裁判所の許可を得なければなりません。

（１図）
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マネージャーとして必要な営業法務


問題　１．会社の取引では、どんな法律が適用されるのですか。

回答　民法、商法、手形小切手法、借地借家法が主に適用される法律です。

解説　民法は私人と私人の法律関係を規律する基本的な法律です。会社も後の問題　　で解説するように、１つの私人ですので、取引関係には民法が適用されます。商法は民法の特別法で、商人と商人の取引関係では、民法よりも商法がまず適用されます。商法に規定のない場合に民法が適用されます。会社も商人です。

　　　(商法第５２条)

　　　　手形小切手法は、手形と小切手の法律関係について規定しています。会社の取引ではその支払いに手形、小切手が使用される場合が多いので、会社の取引では重要な法律です。借地借家法は、会社の工場敷地を賃借したり、事務所を借りたりするときに適用される法律で、民法の特別法にあたります。従って、不動産の賃貸借は先ず借地借家法が適用されます。


問題　２．民法と商法に同じ事項の規定がある場合、どちらの法律が適用されるの

ですか。

　回答　商法は民法の特別法ですから、商人の取引については先ず商法が適用されます。

解説　遅延損害金について、民法では年５分の利率の規定（民法第４０４条）があ　　りますが、商法では年６分の規定があります。商人間の取引では年６分（商法　　第５１４条）が適用されます。そのほかに消滅時効の期間が、民法と商法では　　違います。民法は原則１０年、商法は５年です。


問題　３．遅延損害金を年１割にするのは、民法、商法に違反して認められませんか。

回答　認められます。年１割にすることは有効です。

解説　近代民主主義、近代資本主義社会では、自由、平等が基本理念です。従って契約の内容を決めるのも当事者の自由です｡これを契約自由の原則といいます。　　従って、遅延損害金を年１割と決めることも自由です。当事者間で遅延損害金　　を決めていないときに、商法の年６分か適用されることになります。従って当　　事者間の契約内容が、先ず優先されることになります。それではどんな内容で　　も事由に決められるか、例えば、遅延損害金を年１０割とする契約は有効か、　　有効になりません。あまりにも暴利になります。民法は公序良俗に反する契約　　は無効になるとしています。

　　　(※利息制限法では、利息の最高限を１割５分から２割の範囲にしています。遅　　延損害金は利息の1.46倍までを有効としています。ちなみに、サラ金の金利２９％は、利息制限法に違反して民法上無効です。刑法上の犯罪にならないだけです｡

問題　４．大学の講座では会社法という科目がありますが、六法には会社法は目次

に載っていませんが、どうなっていますか。

回答　会社法という独立の法律はありません。商法の第２編　会社が会社法をさし　　ます。第５２条から第５００条までです。

解説　このほかに有限会社法がありますが、ほとんど株式会社の規定と同じです。　　※　法務省は現在、商法と切り離して会社法（仮称。有限会社法も含む）を新た　　　　　　　　　　　　　　　　　　に作る動きをしています。新法ができると公に会社法と呼ぶことが出来ます。


問題　５．手形の決済が多いのですが、現金と同じに処理してよいのですか。

回答　同じように処理すべきではありません。

解説　手形は支払期日に手形が落ちてはじめて支払いを受けたことになります。落ちなければただの紙切れに過ぎません｡日本銀行券に代わる物ではありません。松下幸之助さん（松下電器産業の創業者）は手形は偽札だと本の中で書いておられます。会社の会計の処理として手形を受けとったら、支払いを受けたと処理している場合がほとんどですが、これは誤りです。　　　　　　　　　　　’･

※　聞いた話ですが、夫婦で小さな会社を経営されておられて、奥さんが経理担当、売上げは約束手形と現金で受け取る。約束手形の分は会社の収入にあげ、手元にある現金は儲け（利益）と考え、個人的に使ってしまう。月末に支払をする段になって金が足りない、どうしようかと慌てる。笑い話のような本当の話です。現金も経費を精算するまでは儲けではありませんよ。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
































